
広報あなん 2020.04　23　広報あなん 2020.04

人
と
ま
ち
を
基
軸
に
据
え
た「
未
来
へ
の
投
資
」

に
重
点
を
置
き
、「
自
分
た
ち
の
街
は
自
分
た

ち
で
つ
く
る
」
と
実
感
し
て
い
た
だ
け
る
よ
う

予
算
編
成
を
し
ま
し
た
。

　

今
後
も
、
社
会
保
障
関
連
経
費
の
自
然
増
が

見
込
ま
れ
る
な
ど
、
地
方
財
政
を
取
り
巻
く
環

境
は
さ
ら
に
厳
し
さ
を
増
す
も
の
と
考
え
ら
れ

ま
す
が
、
子
ど
も
や
孫
、
そ
の
先
の
22
世
紀
も

笑
顔
と
幸
せ
あ
ふ
れ
る
阿
南
市
に
し
て
い
き
た

い
と
い
う
基
本
姿
勢
を
堅
持
し
な
が
ら
、
持
続

可
能
な
行
財
政
運
営
に

全
力
で
取
り
組
み
、
市

民
の
皆
さ
ま
と
と
も
に
、

「
新
時
代
の
阿
南
」
を

切
り
拓
い
て
ま
い
り
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
の

で
、
ご
理
解
と
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

令和２年度
一般会計
当初予算

阿南市財政事情の公表に関する条例第２条の規定に基づき、令和元年度および令和２
年度に係る財政事情を公表します。　令和２年４月１日　阿南市長　表原立磨　　　

314億5,000万円
　

市
民
の
皆
さ
ま
に
本
市
の
財
政
が
ど
の
よ
う

に
運
営
さ
れ
、
ど
の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
の
か

を
広
く
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
に
年
に
２
回

（
４
・
10
月
）
市
の
財
政
事
情
を
公
表
し
て
い

ま
す
。

　

令
和
２
年
度
当
初
予
算
額
に
つ
き
ま
し
て
は
、

一
般
会
計
が
３
１
４
億
５
０
０
０
万
円
で
、
前

年
度
に
比
べ
２
・
８
％
の
減
、
特
別
会
計
の
合

計
が
前
年
度
比
１
・
４
％
減
の
１
８
２
億
４
１

１
０
万
円
、水
道
事
業
会
計
は
収
益
的
支
出
で

前
年
度
比
３
・
８
％
減
の
15
億
１
５
７
４
万
円
、

令
和
２
年
度
か
ら
企
業
会
計
に
移
行
し
た
公
共

下
水
道
事
業
会
計
は
、収
益
的
支
出
で
８
億
６

８
９
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

新
年
度
予
算
は
、「
行
財
政
改
革
の
断
行
」

に
向
け
た
「
着
実
な
第
一
歩
」
を
踏
み
出
す
予

算
と
し
て
、
ま
た
、「
子
育
て
・
教
育
環
境
の

充
実
整
備
」
や
「
防
災
・
減
災
対
策
」
な
ど
、

市税
131億
6,887万円

（41.9％）

市債
21億8,390万円

（6.9％）

地方交付税
35億6,000万円

（11.3％）

県支出金
23億6,326万円

（7.5％）

国庫支出金
45億1,736万円
　　　（14.4％）

繰入金 
20億6,112万円

（6.6％）その他
自主財源 
13億4,755万円（4.2％）

その他依存財源
22億4,794万円

（7.2％）

歳入
314億
5,000万円

自
主
財
源
　
52・７
％

依
存
財
源
　
47・３
％

■その他依存財源の内訳
地方譲与税 3億4,028万円
利子割交付金 720万円
配当割交付金 6,000万円
株式等譲渡所得割交付金 3,400万円
法人事業税交付金 1億7,800万円
地方消費税交付金 15億2,500万円
ゴルフ場利用税交付金 2,200万円
環境性能割交付金 2,270万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 76万円
地方特例交付金 4,850万円
交通安全対策特別交付金 950万円

■その他自主財源の内訳
分担金および負担金 1億4,171万円
使用料および手数料 4億2,012万円
財産収入 871万円
寄附金 131万円
繰越金 1万円
諸収入 7億7,569万円

《歳入の内訳》

《歳出の内訳》

注）金額は万円未満を端数調整しています。

歳出
314億

5,000万円

人件費 84億7,475万円（26.9%） 議会費 3億1,294万円（1.0％） 
総務費 29億9,111万円（9.5％） 
民生費 102億9,683万円（32.7％） 
衛生費 35億8,805万円（11.4％） 
労働費 2,289万円（0.1％） 
農林水産業費 9億579万円（2.9％） 
商工費 2億7,077万円（0.9％） 
土木費 24億8,161万円（7.9％） 
消防費 12億113万円（3.8％） 
教育費 31億8,202万円（10.1％） 
災害復旧費 3,407万円（0.1％） 
公債費 31億6,928万円（10.1％） 
諸支出金 29億6,351万円（9.4％） 
予備費 3,000万円（0.1％） 

物件費 41億4,103万円（13.2％） 
維持補修費 3億751万円（1.0％） 
扶助費 59億8,128万円（19.0％） 
補助費等 30億407万円（9.6％） 
普通建設事業費
 29億9,855万円（9.5％） 
災害復旧費 3,407万円（0.1％） 
公債費 31億6,928万円（10.1％） 
積立金 2,094万円（0.1％） 
貸付金 5億8,150万円（1.8％） 
繰出金 27億702万円（8.6％） 
予備費 3,000万円（0.1％） 

　

目
的
別
歳
出 

１
０
０
％

性
質
別
歳
出 

１
０
０
％

当初予算の主要事業

１．行財政運営・広域行政の推進

32億6,581万円

人事評価制度運用支援業務、第６次総合計画等策定、
情報資産管理システム導入、阿南版事業仕分け、地方
公会計財務書類作成等、公共施設個別施設計画策定マ
ネジメント業務、長期債の償還、１市４町定住自立圏
構想推進、定住自立圏共生ビジョン事業の展開

２．防災・消防体制の整備

４億2,067万円

辰巳樋門改修設計、木造住宅耐震改修促進、住宅ス
マート化支援、老朽建築物除却等支援、防災公園整備
（富岡東部地区）、ため池ハザードマップ整備、洪水ハ
ザードマップ作成、津波避難計画修正、災害対策非常
用備蓄品確保、準用河川大谷川整備、公営住宅危険ブ
ロック塀撤去等、急傾斜地崩壊対策、羽ノ浦町中庄上
ナカレ地区用水改修測量設計、消防施設整備、救急情
報管理システム導入

３．子育て支援の充実

17億1,202万円

２歳児の保育料完全無償化、子育てクーポン券交付、
私立保育所等施設整備補助、私立保育所等副食費無償
化補助、地域子育て支援拠点事業開設準備等補助、児
童手当給付、こども医療費助成、未熟児養育医療費助
成、子どものインフルエンザ予防接種助成、放課後児
童クラブ運営、病児・病後児保育、ファミリー・サポ
ート・センター運営、親子の絆づくり事業、こどもフ
ェスティバル開催、今津こどもセンター防水改修、公
立保育所遊具更新、羽ノ浦さくら児童館耐震診断

４．教育・生涯学習・文化等の環境整備

５億6,438万円

学校図書館サポーター配置、学校業務支援システム構
築、外国青年招致、小学校教師用・教科書指導書購入、
小学校デジタル教科書購入、小学校理科備品購入、小
学校トイレ洋式化改修、小学校危険遊具撤去業務、学
校給食における食物アレルギー対応、学校給食管理シ
ステム整備、私立幼稚園施設型給付負担金、私立幼
稚園等給食費無償化補助、子育てのための施設等利用
補助、ふるさと活性21活動補助、B＆G海洋センター
複合型施設運営、羽ノ浦総合国民体育館除却、羽ノ浦
プール除却、那賀川B＆G海洋センター耐震改修、科
学センター天文館設備改修、那賀川図書館空調設備改
修、シンポジウム「古の採掘遺跡」開催、若杉山辰砂
採掘遺跡保存活用等計画策定、文化会館・情報文化セ
ンター指定管理者業務

５．定住促進・関係人口創出

7,136万円

住んでみんでANAN事業、あなんぐらし支援事業、
地域おこし活動支援、「四国の右下」若者創生事業、
定住促進・交流活性化事業補助、東京・大阪ふるさ
と会補助

６．産業の振興

３億9,661万円

地域農業振興、経営所得安定対策、人・農地問題解
決支援、森林環境譲与税関連事業、水産振興事業補
助、離島活性化交付金事業、海老川橋耐震改修、多
面的機能支払交付、光のまちづくり事業補助、徳島
南部地域観光振興事業、AMA地域連携・交流、野
球のまちづくり事業補助

７．保健福祉・人権・環境行政の充実

26億5,967万円

社会福祉事業等活動費補助、定期予防接種、妊婦一
般健康診査、不妊治療費助成、女性特有のがん検診
推進、市町村障がい者地域生活支援、障がい者総合
支援給付、障がい児通所支援、障がい児通所支援事
業所等給食費無償化補助、第３期地域福祉計画策定、
障害者基本計画策定、介護保険料負担調整（第７期
計画）、高齢者住宅改造促進、人権フェスティバル
開催、配偶者暴力相談支援センター運営、あなんテ
レワーク推進センター運営、生物多様性保全・活用
事業支援、資源ごみ回収団体奨励金、環境基本計画
策定、クリーンピュア施設改修、旧クリーンセンター
除却関連業務、伊島家庭ごみ海上運搬業務、住宅用
太陽光発電システム導入支援、風力発電ゾーニング
実証事業、葬斎場設備改修

８．社会資本・交通網等の整備

12億5,789万円

生活交通変革促進推進、離島航路運営補助、道路橋
りょう新設・改良、舗装、側溝整備、四国横断道整
備促進、都市計画図修正、春日野団地建設、都市下
水路整備、都市公園整備
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令和元年度一般会計予算の執行概況
歳　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　出

区　　　　分 令和元年度現計予算
（３月補正第５号まで）

収入済額
（令和２年２月29日現在） 区　　　　分 令和元年度現計予算

（３月補正第５号まで）
支出済額

（令和２年２月29日現在）
市 税 134億2,748 122億1,575 議 会 費 3億1,472 2億7,481
地 方 譲 与 税 3億2,410 2億673 総 務 費 33億6,231 26億4,711
利 子 割 交 付 金 1,000 799 民 生 費 111億4,077 92億3,575
配 当 割 交 付 金 6,300 3,158 衛 生 費 45億4,400 35億4,175
株式等譲渡所得割交付金 3,700 0 労 働 費 2,257 2,006
地 方 消 費 税 交 付 金 12億4,200 8億9,784 農 林 水 産 業 費 12億3,166 5億5,129
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 2,400 1,620 商 工 費 3億2,123 2億1,823
自 動 車 取 得 税 交 付 金 2,600 2,684 土 木 費 35億6,733 18億9,592
環 境 性 能 割 交 付 金 　　900 206 消 防 費 14億5,992 10億7,969
国有提供施設等所在市町村助成交付金 75 77 教 育 費 44億3,657 30億8,249
地 方 特 例 交 付 金 １億3,210 4,726 災 害 復 旧 費 3,361 613
地 方 交 付 税 40億223 34億2,829 公 債 費 32億3,188 15億9,522
交通安全対策特別交付金 950 318 諸 支 出 金 33億4,928 19億9,173
分 担 金 お よ び 負 担 金 2億6,907 2億1,578 予 備 費 3,000 0
使 用 料 お よ び 手 数 料 4億3,071 3億5,678 合　　　　計 370億4,585 261億4,018
国 庫 支 出 金 56億4,504 32億3,814
県 支 出 金 27億677 4億1,634
財 産 収 入 3,140 3,530
寄 附 金 1億301 1億824
繰 入 金 20億1,898 2,118
繰 越 金 14億8,430 14億8,430
諸 収 入 10億6,141 2億3,864
市 債 39億8,800 0 

合　　　　計 370億4,585 229億9,919

（単位：万円）

令和元年度現計予算、収入済額および支出済額は、
平成30年度繰越明許費を含んでいます。

■市有財産の状況（平成31年３月31日現在）

区　分 土　地（㎡） 建　物（㎡）

行政財産 2,614,603 447,830 
普通財産 379,696 78 

■基金の状況（令和元年度末現在高見込み）

財 政 調 整 基 金 82億1,498万円
減 　 債 　 基 　 金 30億6,592万円
特 定 目 的 基 金 47億4,633万円
定額資金運用基金 4億9,689万円

■市税負担の概況
市税総額　131億6,887万円

●１世帯当たりの税額　	 424,665円
●１人当たりの税額　　	 181,554円

■行政経費支出の概況
●１世帯当たりの支出額	1,014,189円
●１人当たりの支出額　　	433,590円

※２月末現在の人口（72,534人）、
　世帯数（31,010世帯）より試算

■市債現在高の状況 （単位：万円・％）

区　　　　分
令和元年度末現在高見込み 令和２年度末現在高見込み

見　込　額 構成比 見　込　額 構成比
⑴ 普 　 　 通 　 　 債 269億7,986 74.2 261億2,227 73.2 

１ 総　　　　　　務 43億6,136 12.0 41億7,726 11.7 
２ 民　　　　　　生 10億5,414 2.9 9億7,383 2.7 
３ 衛　　　　　　生 37億1,905 10.2 36億3,162 10.2 
４ 農 　 林 　 水 　 産 5億7,944 1.6 5億418 1.4 
５ 商　　　　　　工 5,557 0.2 4,989 0.1 
６ 土　　　　　　木 58億5,104 16.1 59億9,615 16.8 
７ 公 　 営 　 住 　 宅 14億7,322 4.1 14億2,161 4.0 
８ 消　　　　　　防 19億4,213 5.3 17億3,093 4.9 
９ 教　　　　　　育 79億4,391 21.8 76億3,680 21.4 

⑵ 災 害 復 旧 債 1億926 0.3 1億260 0.3 
１ 補 　 助 　 災 　 害 1億176 0.3 8,920 0.3 
２ 単 独 災 害 750 0.0 1,340 0.0 

⑶ そ 　 　 の 　 　 他 92億8,600 25.5 94億1,304 26.5 
１ 減 収 補 て ん 債 4億8,400 1.3 4億8,400 1.4 
２ 減 税 補 て ん 債 1億8,903 0.5 1億3,843 0.4 
３ 一 般 会 計 出 資 債 3億2,606 0.9 3億702 0.9 
４ 臨 時 財 政 対 策 債 82億8,691 22.8 84億8,359 23.8 

合　　　　計 363億7,512 100.0 356億3,791 100.0 

水道事業会計の状況

区　　　分 令和２年度
当 初（A）

令和元年度
当 初（B）

比　　較
（A－B）

収 益 的 収 　 入 18億1,776 18億473 1,303
支 　 出 15億1,574 15億7,548 △ 5,974

資 本 的 収 　 入 5億1,690 5億7,780 △ 6,090
支 　 出 12億1,097 12億4,968 △ 3,871

令和元年度
現 計 予 算

収 入 済 額
（令和２年

２月29日現在）

支 出 済 額
（令和２年

２月29日現在）

18億473 13億3,223
15億7,548 5億1,799
5億7,780 0

12億4,968 3億7,858

（単位：万円）

定員管理の状況（部門別職員数の状況と主な増減理由）
（各年４月１日現在、単位：人）

職　員　数 対前年
増減数 主　な　増　減　理　由平成30年 平成31年

一
般
行
政
部
門

議 会 6 6 0
総 務 115 110 △ 5 指定管理者制度導入のほか、業務の見直しによる減
税 務 36 34 △ 2 普通退職による減
民 生 217 214 △ 3 普通退職による減
衛 生 73 68 △ 5 普通退職による減
農林水産 30 30 0
商 工 14 13 △ 1 職員配置の見直しによる減
土 木 69 71 2 業務量の増加による増
小 計 560 546 △ 14

特 別 行 政
部　　 門

教 育 153 151 △ 2 普通退職による減
消 防 105 110 5 災害対応体制の強化による増
小 計 258 261 3

普 通 会 計 818 807 △ 11

公営企業等
会 計 部 門

病 院 2 1 △ 1 職員配置の見直しによる減
水 道 16 16 0
下 水 道 10 10 0
そ の 他 28 27 △ 1 職員配置の見直しによる減
小 計 56 54 △ 2

合 計 874 861 △ 13
※職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者 ・派遣職員などを含み、臨時および非常勤職員を除く。

令和元年度
現 計 予 算

（３月補正含む）

収 入 済 額
（令和２年

２月29日現在）

支 出 済 額
（令和２年

２月29日現在）

464 862 98
36 36 0

183 187 0
83億1,313 64億3,116 66億8,817

9,828 5,451 6,027
1,800 511 908

5億5,692 5,397 2億9,022
87億3,011 77億67 69億1,190

830 389 338
3億6,400 2億8,097 2億3,970

1,807 1,586 778
4,492 3,878 2,010

1億2,539 3,357 6,648
919 653 191

11億3,100 8億3,135 8億1,484
1,272 1,054 505
3,760 1,246 2,542
1,770 88 892

（単位：万円）

会　　　計　　　名 令和２年度
当 初（A）

令和元年度
当 初（B）

比　　較
（A－B）

住宅新築資金等貸付事業特別会計 768 464 304
加茂谷財産区運営事業特別会計 36 36 0 
伊 島 財 産 区 運 営 事 業 特 別 会 計 192 183 9
国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 78億3,700 77億6,200 7,500
加 茂 谷 診 療 所 事 業 特 別 会 計 9,200 9,400 △ 200
伊 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 1,600 1,800 △ 200
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 － 5億2,780 皆減
介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 85億800 83億5,900 1億4,900
伊島地区生活排水処理事業特別会計 780 830 △ 50
学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 3億8,200 3億6,400 1,800
奨 学 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 1,804 1,807 △ 3
春日野地域下水道事業特別会計 2,700 2,700 0 
羽ノ浦農業集落排水事業特別会計 1億2,340 1億2,350 △ 10
豊香野地区生活排水処理事業特別会計 570 580 △ 10
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 11億5,210 11億2,950 2,260
西春日野生活排水処理事業特別会計 1,040 1,020 20
夜 間 休 日 診 療 所 事 業 特 別 会 計 3,570 3,630 △ 60
椿 診 療 所 事 業 特 別 会 計 1,600 1,770 △ 170

特別会計の状況
令和元年度現計予算、収入済額および支出済額は、平成30年度繰越明許費を含んでいます。

※公共下水道事業特別会計は令和２年度より企業会計へ移行。※椿診療所事業特別会計は令和元年６月定例市議会において議決済。

公共下水道事業会計の状況

区　　　分 令和２年度
当 初（A）

令和元年度
当 初（B）

比　　較
（A－B）

収 益 的 収 　 入 8億6,890 − 皆増
支 　 出 8億6,890 − 皆増

資 本 的 収 　 入 1億3,349 − 皆増
支 　 出 3億7,076 − 皆増

令和元年度
現 計 予 算

収 入 済 額
（令和２年

２月29日現在）

支 出 済 額
（令和２年

２月29日現在）

（単位：万円）



阿南警察署だより 阿南防災士の会入会案内
巡回連絡にご協力を！
交番・駐在所の警察官が、受け持ち地域の各家
庭や会社などを訪問し、防犯指導や住民の皆さ
んの意見・要望・相談などの受理を行っていま
す。
その際に、ご家族の氏名や電話番号、非常時の
連絡先などをお聞きしています。
これは、留守中に盗難・火災被害があった際や、
ご家族が事件や事故の被害に遭った場合などの
緊急連絡を目的に実施しています。
お聞きした情報を他人に知らせることはありま
せんので、ご協力をよろしくお願いします。

問い合わせは　阿南警察署（☎22−0110）へ

阿南防災士の会は、平成24年１月17日に発足し、
防災・減災に係る知識と技能を結集して、阿南市
の防災力向上に貢献しています。
入会の条件　地域防災推進員養成研修を終了し、

防災士の資格を有する方で、阿南市
在住または勤務する方

会費　無料
申込締切日　４月10日㈮
申込方法　防災士証を持参し、締切日までに市役

所３階危機管理課で入会手続きを済ま
せてください。その際に、連絡用のメ
ールアドレスを確認します。

問い合わせは　危機管理課（☎22−9191）へ

新型コロナウイルス感染症について
新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するため、市主催のイベント・行事等を中止または延期
していますので、ご理解くださいますようお願いします。行事の中止等に関する情報は、市ホー
ムページの「新型コロナウイルス関連情報」（右の２次元コード
からご利用いただけます）でご確認ください。
また、今後の流行を抑える上でも、感染症対策に努めていただく
ようご協力をお願いします。

【市民の皆さまへ】
３月９日に政府の専門家会議が開催され、これまで集団感染が確認された場に共通す
るのは、
①換気の悪い密閉空間であった
②多くの人が密集していた
③近距離（互いに手を伸ばしたら届く距離）での会話や発声が行われた
という３つの条件が同時に重なった場との報告がありました。
こうした場ではより多くの人が感染していたと考えられます。そのため、市民の皆さ
まは、これらの３つの条件ができるだけ同時にそろう場所や場面を予測し、避ける行
動をとってください。ご協力をお願いします。

〈帰国者・接触者相談センター（保健所）連絡先〉
阿南保健所
住所：阿南市領家町野神319番地
電話：28−9874
※夜間休日の電話は、セコム株式会社につながります。

問い合わせは　危機管理課（☎22−9191）または
保健センター（☎22−1590）へ

〈一般相談窓口〉
感染症・疾病対策室
電話：0120−109−410（フリーダイヤル）
受付時間：24時間

〈厚生労働省電話相談窓口〉
電話：0120−565653（フリーダイヤル）
受付時間：9:00～21:00
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■職員の初任給の状況

区　　分
阿　南　市 国

決定初任給 採用２年経過
日の給料額 初任給 採用２年経過

日の給料額

一
般
職

大学卒 182,200円 193,900円 182,200円 193,900円
高校卒 150,600円 161,600円 150,600円 161,600円

■一般行政職の級別職員数の状況　令和元年度

定型的な業務を行う職務　51人

特に高度の知識また
は経験を必要とする
業務を行う職務
73人

主任の職務
　41人

１
級

７
級

２級

３級
４級

５級

６級

課長補佐および主査の
職務またはこれに相当
する職務　131人

参事および課長および主
幹の職務またはこれに相
当する職務　52人

部長の職務またはこれに
相当する職務　14人

係長の職務または困
難な業務を行う主任
の職務　55人

職員数
417人

阿南市職員の給与の現状

■人件費の状況
令和元年度  
一般会計3月補正後予算総額　341億9,617万２千円

人件費
71億6,998万３千円

（21%）

令和元年度
一般会計12月補正後
給与費予算額

47億1,904万4千円

給料
28億1,484万7千円
（59.7%）

期末勤勉手当
12億2,393万円

（25.9%）

その他
6億8,026万7千円

（14.4%）

■職員給与費の状況

■扶養手当の状況（令和元年度支給月額）
扶　養　親　族 支給月額

子 1人につき10,000円

満16歳の年度始めから22歳の
年度末までの子

1人につき
5,000円を加算

配偶者、その他の扶養親族 6,500円

■住居手当の状況

区　　　分 内容（支給月額） 国の制度
との異同

借
家
（
間
）

月額23,000円
以下の家賃

家賃から12,000円
を控除した額 同

月額23,000円を
超える家賃

27,000円を限度と
し算定した額 同

■職員の平均給料月額および平均年齢の状況
区　　　分 平均給料月額 平均年齢

一般職（普通会計） 290,310円 40.08歳

■職員の経験年数別平均給料月額の状況
区　　分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
一
般
職

大学卒 256,500円 304,500円 347,800円
高校卒 228,100円 260,000円 308,600円

■期末、勤勉手当の状況（令和元年度支給割合）
期末手当 勤勉手当 職

制
上
の
段
階
、
職
務
の

級
等
に
よ
る
加
算
措
置
有

6月期 （1.1月分） （1.125月分）
1.3月分 0.925月分

12月期 （1.1月分） （1.175月分）
1.3月分 0.975月分

計 （2.2月分） （2.3月分）
2.6月分 1.9月分

（　）内は特定管理職員

■退職手当の状況（支給割合）

勤続20年 勤続25年 勤続35年 最高限度額

自 己 都 合 19.6695
月分

28.0395
月分

39.7575
月分

47.709
月分

応 募 認 定
・ 定 年

24.586875
月分

33.27075
月分

47.709
月分

47.709
月分

（１人当たり給与費584万円）
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（単位：万円）

■特別職の報酬月額等の状況（令和元年度）

期末手当は年間3.4月分です

※市長給料については、令和２年２月支給分より50％の減額措置を
講じています。


